
 

 

個 別 注 記 表 

 

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 
 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 
 

なお、匿名組合への出資持分については、組合契約に規定される決算報告日における最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。また、投資事業有限責任組合

及びリミテッドパートナーシップへの出資持分については、組合契約に規定される決算報告日にお

ける最近の決算書を基礎とし、貸借対照表については持分相当額を純額で、損益計算書については

収益、費用の持分相当額をそれぞれ売上、売上原価で取り込む方法によっております。 
  

② 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法） 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     8～13 年 

工具器具備品 4～15 年 
  

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（3～5 年）に基づき償却

しております。 
  

③ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

  

(3) 繰延資産の処理方法 

 株式交付費 

 支出時に全額費用処理する方法を採用しております。 

  

(4) 引当金の計上基準 

 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上し

ております。 

 



 

 

 役員従業員等特別報酬引当金 

  業績連動報酬規程に基づき、当社の収益及び在職期間等の業績に連動して、役員及び職員等に報

酬を支給するため、翌事業年度以降の支給可能見込額を計上しております。 

 

 投資損失引当金 

 

 

 期末現在に有する営業投資有価証券及び関係会社株式の損失に備えるため、投資先会社等の実情

を勘案の上、その損失見積額を計上しております。 

 

(5) 収益及び費用の計上基準 

 売上高及び売上原価 

売上高には、投資育成目的の営業投資有価証券の売却高、受取配当金、受取利息及び営業貸付金

の受取利息等を計上し、売上原価には、売却有価証券帳簿価額、支払手数料、評価損、投資損失引

当金繰入、営業貸付金にかかる資金原価等を計上することとしております。 

 

(6) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

2.表示方法の変更に関する注記 

（貸借対照表） 

前事業年度において投資その他の資産に区分掲記しておりました「長期前払費用」は、当事業年度にお

いて重要性が乏しいため、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。なお、当事業年

度における「長期前払費用」は 386 千円であります。 

 

3.貸借対照表に関する注記 

(1) 偶発債務 

   以下の投資先（グループ会社を含む）に対して、金融機関の支払保証に対する保証等を行っており

ます。 

Trility Group Pty Ltd      840,799 千円（8,832 千豪ドル） 

Seajacks International Ltd       5,551,820 千円（6,497 千ユーロ及び 45,000 千米ドル） 

 

(2) 関係会社に対する金銭債権 

   短期金銭債権 

 

232 千円 

 

 

 

4.損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

   営業取引以外の取引による取引高 

 

240 千円 

 

 

 

5.株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当該事業年度末における発行済株式の総数 普通株式 6,000,200 株  

 

(2) 配当に関する事項 

  

 ① 配当金支払額 

   該当事項はありません。 

 

  



 

 

 ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   平成 26 年 6 月 30 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。 

   イ．配当金の総額 8,814,293 千円  

   ロ．配当の原資 利益剰余金  

   ハ．1株当たりの配当額 1,469 円  

   ニ．基準日 平成 26 年 3月 31 日  

   ホ．効力発生日 平成 26 年 6月 30 日  

     

6.税効果会計に関する注記  

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）  

 投資損失引当金 3,952,586 千円 

 未払事業税 1,721,805 千円 

 営業投資有価証券 612,001 千円 

 役員従業員等特別報酬引当金 441,588 千円 

 関係会社株式 101,440 千円 

 賞与引当金 68,341 千円 

 繰延消費税 50,041 千円 

 その他 31,812 千円 

 繰延税金資産小計 6,979,618 千円 

 評価性引当額 △6,979,618 千円 

 繰延税金資産合計 －  千円 

（繰延税金負債）  

 その他有価証券評価差額金 292,535,690 千円 

 繰延税金負債合計 292,535,690 千円 

 繰延税金負債の純額 292,535,690 千円 
 

 

7.金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 ① 金融商品に対する取組方針 

当社は、産業競争力強化法に定められた支援基準に基づき、投資活動を行っております。投資活

動を行うための資金需要については、必要な資金を自己資本や銀行借入による間接金融などによっ

て調達することとしております。 

資金運用については、資金の流動性及び安全性を確保するため、預金や有価証券（国内譲渡性預

金）に限定して運用を行っております。 
  

 ② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社が保有する営業投資有価証券は主に投資先企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場

価格の変動リスクに晒されているほか、未上場株式については流動性が乏しく、外貨建営業投資有

価証券については為替リスクに晒されております。また、営業貸付金は貸付先企業の信用リスクに

晒されております。 
  

  

 

 



 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

 イ.  発行体及び貸付先企業の信用リスクの管理 

投資先及び貸付先企業の経営状況を随時かつ定期的にモニタリングし、財務状況の悪化、事 

業計画の遅延等の早期把握に努めております。 

ロ.  市場リスクの管理 

営業投資有価証券のうち、上場企業については、継続的に時価や発行体の経営状況等を把握 

    しております。また、外貨建営業投資有価証券については、継続的に為替変動のモニタリング 

を行っております。 

ハ.  資金調達に関する流動性リスクの管理 

当社は、入出金の情報を確認し、定期的に資金繰表を作成することによって流動性リスクを 

管理しております。 
  

 ④ 金融商品の時価等に係る事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が得られない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。 

 
  

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成 26 年 3月 31 日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

となっております。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており

ません。 

区      分 
貸借対照表計上額 

(千円) 

時 価 

(千円) 

差  額 

(千円) 

(1) 現 金 及 び 預 金 173,845,234 173,845,234 － 

(2) 営業投資有価証券  1,067,795,929 1,067,795,929 － 

(3) 営 業 貸 付 金 10,109,000 10,109,000 － 

(4) 長 期 性 預 金 30,191,254 30,191,254 － 

資 産 計 1,281,941,417 1,281,941,417 － 

(1) 短 期 借 入 金 298,500,000 298,500,000 － 

(2) 未 払 金 1,266,947 1,266,947 － 

(3) 未 払 法 人 税 等 22,937,011 22,937,011 － 

負 債 計 322,703,958 322,703,958 － 

（注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

  資産 

(1)  現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってお

ります。 

   

(2) 営業投資有価証券 

     株式の時価について、取引所の価格によっております。 

 

(3) 営業貸付金 

営業貸付金のうち変動金利については、短期間で市場金利を反映するため、貸付先の信用状

態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額

によっております。固定金利によるものは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似

していることから、当該帳簿価額によっております。 



 

 

(4) 長期性預金 

     定期預金であり、新規に預け入れを行った場合に想定される預金金利と約定金利との間に大

幅な変動がなく、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

   負債 

(1) 短期借入金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。   

 

 （注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区      分 
貸借対照表計上額 

(千円) 

営業投資有価証券に属するもの   

 非 上 場 株 式（*1） 85,049,833  

 そ の 他（*2） 9,743,389  

関 係 会 社 株 式 に 属 す る も の   

 非 上 場 株 式（*1）    96,120,250  
 

  (*1) 

 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。 

 (*2) 

 

匿名組合、投資事業有限責任組合及びリミテッドパートナーシップの出資持分について、

その組合財産が時価を把握することが極めて困難と認められることから、貸借対照表計上

額、時価及びこれらの差額の開示から除外しております。 

 

（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の償還予定額 

 1 年 以 内 

(千円) 

1 年超 5 年以内 

（千円） 

現 金 及 び 預 金 173,845,234  － 

営 業 貸 付 金 109,000 10,000,000 

長 期 性 預 金 － 30,191,254 

 

（注 4）有利子負債の決算日後の返済予定額 

 1 年 以 内 

(千円) 

短 期 借 入 金 298,500,000  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

8.関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等  

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

主要株主 財務大臣 

被所有 

直接 

95.33％ 

出資金 

の受入 

出資金 

の受入 

(注 1) 

20,000,000 － － 

債務 

被保証 

当社借入金 

に対する 

債務被保証 

（注 2） 

213,500,000 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注 1）出資金として、1株につき 50 千円の払込みを受けたものであります。 
 

 

（注 2）当社は、借入金の一部を除き債務保証を受けております。なお、保証料の支払は行っており   

ません。 

 

(2) 子会社及び関連会社 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 

INCJ Aqua 

Investments 

Limited  

所有 

直接 

100.00％ 

株式の取得 

職員の役員 

兼任 

出資金 

の払込 

(注) 

4,493,042 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 出資金として、1株につき 1ユーロ（合計 31,900 千ユーロ、4,493 百万円）の払込みを行った

ものであります。 

 

9. 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 

1 株当たり当期純利益 
 

140,980 円 13 銭 

6,456 円 90 銭 
 

 

10. 重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 


